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人と環境との関わり、環境・生活衛生に対する考え方、さ
らには環境汚染と健康影響との関係について歴史的に
概説するとともに、健康影響を評価するために必要な疫

環境疫学･健康リスク評価方法論
担当：中井 里史

概説す 、健康影響 評価す 要 疫
学およびリスク評価の概念・手法の基礎と応用方法につ
いて教育研究する。

環境（汚染）によってどのような健康影響があったのか
（あるのか）を講義するのではなく、疫学研究やリスク評
価の特徴や問題点について考え、得られた結果を環境
政策等にどう利用していくかを考える。

環境疫学・健康リスク評価方法論

• 環境、健康影響（病気）の考え方

• 疫学とは？ 健康リスク評価とは？

• 疫学研究のデザイン 考え方（曝露 疾病評価• 疫学研究のデザイン、考え方（曝露、疾病評価
など）

• 生物統計学（疫学研究で用いる基礎的事項）

• 健康リスク評価で必要な尺度や評価など

• 事例研究（大気汚染、他）

4/13 イントロダクション
4/20 環境の考え方、疫学・健康リスク評価の考え方
4/27 病気を測る（１）
5/  4 みどりの日
5/11 病気を測る２、疫学研究のデザイン（１）
5/18 疫学研究のデザイン（２）、因果関係
5/25 疫学で必要となる影響の尺度
5/30(月) 生物統計学(疫学等で必要な基礎的な統計手法)
6/  8 大気汚染研究（環境省SORAプロジェクト）（１）
6/15 大気汚染研究（環境省SORAプロジェクト）（２）
6/22 DES研究、電磁波と小児白血病
6/29 バイアス（研究や結果を歪めるもの）
7/  6 環境疫学研究から健康リスク評価等へ１
7/13 環境疫学研究から健康リスク評価等へ２

履修目標・到達目標

• 健康影響の考え方・評価方法を理解し、他者に説明すること
ができる。

• 疫学研究の概念、方法、特徴を理解 し、他者に説明すること
ができる。

• 基礎的な生物統計学を理解し、統計計算をすることができる。
• 健康リスク評価に必要な概念・尺度を理 解し、他者に説明す

ることができる。

授業方法

講義および討論で進める。また毎回小テストを実施して、その回
の授業の理解度、あるいは学生の考えを探ることとする。

成績評価の基準

出席点（討論への参加状況も含む）＋各回の小テスト＋宿題：
40%
最終レポート60%
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平成２３年４月４日 第２１回 原子力安全委員会定例会議資料より
http://www.nsc.go.jp/anzen/shidai/genan2011/genan021/siryo1.pdf
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大気中放射線量の推移
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放射線：高速で飛んでいる小さな粒子、あるいは波長の短い光

１．電離放射線（Ionizing radiation)

生体を通過する際に生体組織の原子から電子を放出させる能力（電

離作用）をもつもの

（１）電磁放射線（Electromagnetic radiation)

X線、γ線

（２）粒子放射線（Corpuscular radiation)

α線、重粒子線、陽子線、β線、電子線、中性子線

２．非電離放射線（Non‐ionizing radiation)

電離作用を持たない

電波、マイクロ波、赤外線、紫外線、レーザー光など

原子力・エネルギー図面集2011年版
http://www.fepc.or.jp/library/publication/pamphlet/nuclear/zumenshu/pdf/all.zip

放射能:ベクレル（Bq）
ある物体に含まれる放射性同位元素が1秒間に壊れる数（放射性物質の量も表し
ます）。放射性同位元素が1個壊れる時に必ず放射線を1本出すというわけではな
いので、カウント数と放射能（Bq）は一致しません。放射性物質によって、放射線の

性質や、半減期が変わるため、違う核種の放射能を足しあわす事は原則としてで
きません。以前はラジウムを元にして作られたキュリー（Ci）という単位が使われ、
1Ci=3.7×1010Bqでした。

吸収線量:グレイ（Gy）

放射線の単位

吸収線量:グレイ（Gy）
ある物質によって、吸収された放射線のエネルギー。1Gyは物質1kg当たりに1Jの

エネルギーが吸収されることを意味します。照射された放射線を物体が全て吸収
するわけではないので、照射線量と吸収線量は一致しません。以前はラド（rad）と
いう単位が使われ、1rad=0.01Gyでした。

等価線量or実効線量:シーベルト（Sv）

放射線の照射による人体への晩発的な影響を表す。吸収線量に放射線荷重係数
を掛け合わせた値で示します。X線の場合、1Gy当たった時が1Svになります。

http://www.nirs.go.jp/rd/faq/radiology.shtml 原子力・エネルギー図面集2011年版
http://www.fepc.or.jp/library/publication/pamphlet/nuclear/zumenshu/pdf/all.zip
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http://www.ies.or.jp/japanese/s_note_pdf/s19.pdf

原子力・エネルギー図面集2011年版
http://www.fepc.or.jp/library/publication/pamphlet/nuclear/zumenshu/pdf/all.zip

原子力・エネルギー図面集2011年版
http://www.fepc.or.jp/library/publication/pamphlet/nuclear/zumenshu/pdf/all.zip

原子力・エネルギー図面集2011年版
http://www.fepc.or.jp/library/publication/pamphlet/nuclear/zumenshu/pdf/all.zip

原子力・エネルギー図面集2011年版
http://www.fepc.or.jp/library/publication/pamphlet/nuclear/zumenshu/pdf/all.zip
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原子力・エネルギー図面集2011年版
http://www.fepc.or.jp/library/publication/pamphlet/nuclear/zumenshu/pdf/all.zip

電離放射線の健康影響

1. 早期影響
放射線急性死（骨髄死、胃腸死、中枢神経死）
脱毛、骨髄抑制、皮下出血、皮膚障害、胃腸障害など

2. 晩発影響
① 遺伝的影響（人においては影響が確認されていない）① 遺伝的影響（人においては影響が確認されていない）
② 発がん（白血病、その他のがん）
③ その他の影響

不妊

胎児への影響（胎児死亡、奇形、発育遅滞、精神発育遅
滞など）

白内障
寿命短縮（人においては影響が確認されていない）

放射線の健康影響に関する情報源

原爆
広島・長崎；マーシャル群島(米)；ネバダ(米)；セミパラチンク
ス(ソ連)；ムルロア環礁(仏)など

核事故
南ラウル(ソ連)；スリーマイル島(米)；チェルノブイリ(ソ連)；ゴ
イアニア(ブラジル)など

子宮頸がん 強直性脊椎炎 甲状腺 頭部白癬 乳がん ラ
治療

子宮頸がん；強直性脊椎炎；甲状腺；頭部白癬；乳がん；ラ
ジウム治療など

診断 透視；妊娠時；トロトラスト(造影剤)など

職業
ウラン鉱山；蛍光塗料；X線(放射線科医師、放射線技師な
ど)；原子力発電所・核施設など

その他 高自然放射線地域(中国、インド、ブラジル、イランなど)など

重松逸造．日本の疫学－放射線の健康影響研究の歴史と教訓
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放射線量（Sv）

重松逸造．日本の疫学－放射線の健康影響研究の歴史と教訓

原爆被爆者がん死亡中に占める放射線の寄与率
（1950～1990）

重松逸造．日本の疫学－放射線の健康影響研究の歴史と教訓 http://www.ncc.go.jp/jp/information/pdf/shiryo3.pdf
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胎児被ばくにおける精神遅滞の頻度と
被ばく放射線量との関係

重松逸造．日本の疫学－放射線の健康影響研究の歴史と教訓

広島・長崎の原爆による影響を50年以上にわたって調査した結果、放射線の人への

影響が次第に明らかになってきました。短時間に大量の放射線を被ばくした場合に
は、次のような症状が現れることがわかりました。

がん以外の症状

放射線の人への影響

放射線の量
（ミリシーベルト）

影 響

3000～5000 60日以内に半数の人が死亡

がんの発生

200ミリシーベルト以上の大量の放射線を短時間に被ばくした人には、がんが発生す

る可能性があることがわかりました。その発生割合は、被ばくした放射線の量とともに
増加しています。
一方、200ミリシーベルト未満の少量の放射線で、がんが発生するか否かについては
明らかになっていません。

3000～5000 60日以内に半数の人が死亡
500以上 嘔吐、脱毛、白血球減少等の症状
150以上 精巣の一時的不妊

http://www.jaea.go.jp/04/turuga/mext‐monju/safety/safe‐ri05.htm

http://www.rerf.or.jp/rerfrad.pdf
原子力・エネルギー図面集2011年版
http://www.fepc.or.jp/library/publication/pamphlet/nuclear/zumenshu/pdf/all.zip

原子力・エネルギー図面集2011年版
http://www.fepc.or.jp/library/publication/pamphlet/nuclear/zumenshu/pdf/all.zip

確率的影響： 線量の増加によりA、B、C、Dなどのように頻度が変
化する。ただし、いずれの場合も閾値はない。

確定的影響： 被ばくする者の感受性の違いによりa、b、c（感受性
a＞b＞c）のようになる。

http://nichiju.lin.gr.jp/x‐ray/bougo/contents/chapter3/3‐1‐ref27.html
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原子力発電所から人々が受ける放射線の量は、極めて少量です。200ミリシーベルト以上の大

量の放射線を短時間に受けた場合の影響は明らかですが、少量の放射線の人々への影響は
明らかになっていません。
そのため、国際放射線防護委員会では、200ミリシーベルト以上での発がん率のデータを、そ
れ未満の少量の放射線へと引き伸ばすことによって、少量の放射線の影響を推定しました。

対象者 線量限度

放射線業務
従事者

5年間で100ミリシーベルト（年平均20ミリシーベルトに相当）かつ1
年間の最大50ミリシーベルト

一般公衆 1年間で1ミリシーベルト

このような根拠と自然放射線などを考慮して、国際放射線防護委員会は、次の線量限度を勧
告しました。（1990年勧告）

http://www.jaea.go.jp/04/turuga/mext‐monju/safety/safe‐ri06.htm

日本の原子力発電所では、周辺の一般公衆が受ける放射線の量を、線量限度のさらに20分
の1（0.05ミリシーベルト）以下になるように努めています。

屋内退避及び避難等に関する指標

予測線量（単位：mSv）

防護対策の内容外部被ばくに
よる実行線量

内部被ばくによる等価線量

・放射性ヨウ素による小児甲状腺の等価線量

・ウランによる骨表面又は肺の等価線量
・プルトニウムによる骨表面又は肺の等価線量

10～50 100～500

住民は、自宅等の屋内へ退避すること。
その際、窓等を閉め気密性に配慮すること。
ただし、施設から直接放出される中性子線
又はガンマ線の放出に対しては、

http://www.nsc.go.jp/anzen/sonota/houkoku/bousai220823.pdf

指示があれば、コンクリート建家に退避する
か、又は避難すること。

50以上 500以上
住民は、指示に従いコンクリート建家の屋内
に退避するか、又は避難すること。

注）
１．予測線量は、災害対策本部等において算定され、これに基づく周辺住民等の防護対策措置

についての指示等が行われる。
２．予測線量は、放射性物質又は放射線の放出期間中、屋外に居続け、なんらの措置も講じな

ければ受けると予測される線量である。

３．外部被ばくによる実効線量、放射性ヨウ素による小児甲状腺の等価線量、ウランによる骨
表面又は肺の等価線量、プルトニウムによる骨表面又は肺の等価線量が同一レベルにな
いときは、これらのうちいずれか高いレベルに応じた防護対策をとるものとする。

http://www.pref.ibaraki.jp/bukyoku/seikan/gentai/nuclear/bosai/pdf/190717siryou‐1.pdf

行為と介入という作業の観点からなる防護手法区分から，計画被曝状
況，緊急時被曝状況，現存被曝状況というすべての制御可能な被曝状況
へ，正当化，防護の最適化，線量限度の基本3原則を適用した。

計画被曝状況（planned exposure situation）

計画的に線源を導入，あるいは操業する状況，廃止措置，放射性廃
棄物の処分 土地の復旧を含む

ICRP勧告による被曝状況の分類

棄物の処分，土地の復旧を含む。

緊急時被曝状況（emergency exposure situation）

計画された状況からの不測の事態により，また悪意の行為から生じ
た予期せぬ状況。

現存被曝状況（exiting exposure situation）

自然バックグラウンドや過去の行為の残留物を含む管理の開始時に
既に存在する被曝状況あるいは長期被曝状況。

http://www.ncc.go.jp/jp/information/pdf/shiryo4.pdf
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原子力・エネルギー図面集2011年版
http://www.fepc.or.jp/library/publication/pamphlet/nuclear/zumenshu/pdf/all.zip
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http://search.kankyo‐hoshano.go.jp/food2/Yougo/yotaku.html

放射性核種の摂取量から内部被ばく線量に換算する
実効線量係数の例

第１欄 第２欄 第３欄

放射性物質の種類
吸入摂取した場合の

実効線量係数
(mSv/Bq)

経口摂取した場合の
実効線量係数

(mSv/Bq)
核種 化学形 等
３H 水 1.8×10‐8 1.8×10‐8

60Co 酸化物、水酸化物及び無機化合物以外の化合物(経口摂取) 3.4×10‐6

60Co 酸化物、水酸化物及び無機化合物(経口摂取) 2.5×10‐6

60Co 酸化物、水酸化物、ハロゲン化物及び硝酸塩以外の化合物 7.1×10‐6

60Co 酸化物、水酸化物、ハロゲン化物及び硝酸塩 1.7×10‐5

http://search.kankyo‐hoshano.go.jp/food2/Yougo/j_senkeisu.html

90Sr チタン酸ストロンチウム以外の化合物 3.0×10‐5 2.8×10‐5

90Sr チタン酸ストロンチウム 7.7×10‐5 2.7×10‐6

131I 蒸気 2.0×10‐5

131I ヨウ化メチル 1.5×10‐5

131I ヨウ化メチル以外の化合物 1.1×10‐5 2.2×10‐5

137Cs すべての化合物 6.7×10‐6 1.3×10‐5

239Pu 硝酸塩及び不溶性の酸化物以外の化合物（経口摂取） 2.5×10‐4

239Pu 硝酸塩（経口摂取） 5.3×10‐5

239Pu 不溶性の酸化物（経口摂取） 9.0×10‐6

239Pu 不溶性の酸化物以外の化合物 3.2×10‐2

239Pu 不溶性の酸化物 8.3×10‐3

[出典]
日本アイソトープ協会(編集・発行)：平成12年10月23日、科学技術庁告示第5号(放射線を放出する同位元素の数量等を定める件)
別表第２、アイソトープ法令集(Ⅰ)2005年版(2005年10月)、ｐ375～

http://www.ncc.go.jp/jp/information/pdf/shiryo4.pdf http://www.ncc.go.jp/jp/information/pdf/shiryo4.pdf

3/15 17:00～4/4 16:00の横浜市大気中の(累積)放射線量： 23.8 μSv
この線量を浴び続けた場合：
23.8 μSv×365 日/20日＝434.35 μSv (=0.43 mSv)
cf. 南相馬市の場合： 850.7 μSv×365日/20日＝ 15,525.28 μSv (=15.5 mSv)

飯舘村の場合：5,720.6 μSv×365日/20日＝ 104,400.95 μSv (=104.4 mSv)

3/22金町浄水場で測定された放射能濃度：210 Bq/kg(131I)
この水を１年間飲み続けるとした場合の預託実効線量：
0.00462 mSv× 2.5 L/日× 365日＝4.2 mSv

15,020 Bq/kg(131I)のほうれん草を年間36.5kg（＝0.1kg/日×365日）食
べた場合：
0.3304 mSv/kg×36.5 kg ≈ 12.1 mSv

推定される年間被曝量：
2.4 mSv（自然放射線からの被曝）+0.521 mSv+4.2 mSv+12.1 mSv
≈ 19.2 mSv
（南相馬市：44.9 mSv、飯舘村：172.5 mSv）
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１． 現時点の放射性物質による健康被害については、チェルノブイリ事故等
のこれまでのエビデンスから、原子炉において作業を行っている方々を除
けば、ほとんど問題がないといえる。

２． 現在、暫定的に定められている飲食物の摂取制限の指標については、十
分すぎるほど安全といえるレベルである。

３． 放射性物質に汚染されたと考えられる飲食物については、放射性物質の
半減期を考えれば、保存の方法を工夫すれば、十分に利用が可能である

４． 放射線量については、定点でかつ定期的に測定し、放射性物質の種類

国立がん研究センターの見解と提案

（ヨウ素‐131、セシウム‐134等）を、定期的に発表を行うことで、国民の
方々が安全であることを理解し、安心が得られると考えられる。

５． 今回の問題となっている原子炉について、当該原子炉から放射性物質が
含まれるちり等が拡散しないよう、いち早くの対応をお願いしたい。

６． 原子炉での作業が予定されるなど、被ばくの可能性がある方々について
は、造血機能の低下のリスクがあるため、事前に自己末梢血幹細胞を保
存しておくことを提案する。

７． 今後、国立がん研究センターでは、長期にわたる放射線の発がんへの影
響について、臨床面と研究面から注意深く追跡を行って参ります。

http://www.ncc.go.jp/jp/

Q29 福島原発事故に伴う人への放射線リスクはどのくらいと推測されるのです
か？

A：福島第一原発の近辺を除けば、放射線リスクは放出された核分裂生成物の降下物による汚

染に起因します。今回の福島第一原発事故のリスクを推測する参考事例としてチェルノブイリと
スリーマイル島の事故を引用していますが、核分裂生成物による汚染は、実はそれより以前の
方がかなりひどいということも思い起こす必要があろうかと思います。1950－60年代、米国などの

国連の安全保障理事会常任理事国が大気圏内核実験をくり返し行ったため世界中の大気が汚
染され、世界平均で1平方メートルあたり74キロベクレル（UNSCEAR2000 ANNEX C）の放射性セシ
ウム（セシウム137）が降下していました。また、日本の国土にも福島第一原発事故以前の通常
検知されていた量（1平方メートルあたりおおよそ0.02～0.2ベクレル）の約1,000～10,000倍（1平
方メートル当たり200～2000ベクレル）の放射性セシウムが降下していました。しかもその汚染は
核実験が禁止されるまで10年位続いていました（環境モニタリング指針 平成20年3月（平成22年核実験 禁 されるまで 年位続 て ました（環境 タリング指針 平成 年 月（平成 年
4月一部改訂））。この過去の事実を広く知ってもらうことも不安を和らげるために役立つのではな

いかと思います。ちなみにチェルノブイリの時も短期間ですが、福島第一原発事故以前の通常検
知されていた量の約1,000倍の放射性セシウムが降下していました。現在50‐60歳代以上の人は

皆これらの被曝を経験していることになります。この人達にこれらのことによって健康影響がでて
いるということはありません。くり返しますが、核分裂による放射性同位元素の世界規模での汚
染は、福島第一原発事故以前の通常検知されていた量の1,000倍程度の放射性セシウムによる
汚染を10年間、すでに経験ずみなのです。勿論、このことが安全性を確約するものではありませ

んが、もし、影響があったとしても、そのリスクは非常に少ないと思われます。どのくらい少ないの
かを正確に理解するためには低線量放射線の生体影響研究の今後の進展を待たなければなり
ません。
（掲載日：平成23年3月27日平成23年4月6日改訂）

日本放射線影響学会 福島原発事故に伴うQ&Aグループ
代表：渡邉正己（京都大学原子炉実験所放射線生命科学研究部門・教授）
http://www.rri.kyoto‐u.ac.jp/rb‐rri/gimon.html#Q29

環境放射線モニタリング指針
www.nsc.go.jp/anzen/sonota/houkoku/houkoku20080327.pdf 

• ICRPは日本の状況について深い同情の念を表明するとともに、我々の考
えを述べる。

• 我々の最近の勧告が役に立つことを望むとともに以下を推奨する。

緊急時の公衆の防護のために、計画される最大の残存線量（防護措
置が完全に履行された後に被ると予想される線量）に対する参考レベ
ルを20～100mSvのバンド内で政府が設定すること

ICRP文書（２０１１年３月２１日付、ICRP ref:4847‐
5603‐4313）の要点

ルを20～100mSvのバンド内で政府が設定すること。

• 線源が管理できるようになれば、汚染は残っていても、人々がその土地を
放棄するのではなく、生活を続けられるようにするため、必要な防護策を
取ることになる。この場合1～20mSv/年のバンド内のレベルを選び、最終
的には1mSv/年の目標に向けて進む。

• 緊急事態の作業者は生命を守るために、500～1000mSvの限度を守るこ
と。

• 生命救助の作業者は志願者を充て、線量限度は設けないこと。

枠（バンド）
（予測実行線量 mSV）
（急性又は年線量）

適用例

①２０～１００ 放射線事故などで非常時に設定する参考レベル
（予想または残余線量）

②１～２０ ・計画被曝状況での職業被曝拘束値
・家屋内でのラドンに対する参考レベル
・非常状況での退避参考レベル

③１未満 計画状況での公衆被曝に設定する拘束値

拘束値と参考レベルの枠（バンド）と適用例

ICRPの文書では、今回のように線源が制御できない場合、上表の①のレベルを採用し、

まだ汚染が残っているが、線源が管理できるようになれば、②のレベルに移行する。最終
目標は③のレベルであり、それに向かって努力するのがよいとしています。つまり①、②
のレベルは好ましくはないが、住民に大きな困難を負わせたり、住民が住みなれた土地を
放棄するなどの事態にならないよう、一時的な限度を適用するという考え方です。

特に②のレベルは、住居内のラドンが高い地区居住者、及び放射線医薬品による治療
を受けた患者の介護者にも適用されるものであり、通常状態で適用されている場合もあり
ます。また放射線作業者にも常時適用されており、健康上の問題のないレベルです。ただ
し①、②のレベルを適用する場合は、健康状態に問題のある人、乳幼児、妊婦などに対し
ては特別な配慮が必要になります。

日本原子力学会「被曝による健康への影響と放射線防護基準の考え方」
http://www.aesj.or.jp/information/fnpp201103/com_housyasenbougyo20110405.pdf


